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事業名 小中学校学力向上推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
義務教育課

7政策 施策 15 事業

学習状況調査における正答率
６０％以上の問題の割合が６
０％以上になり，学習の定着が
概ね満足できると判断される
状態。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

学習状況調査における
正答率６０％以上の問題
の割合（％）

手段
（何をしたの
か）

本県児童生徒の学力の定着状況
を継続的に把握して，具体の授業
改善の方策を示した。
県内１０高校に地域学習支援セン
ターを設置し，家庭における自学
自習の充実を図った。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

学習状況調査の対象児
童生徒の割合
（小５・中２）（％）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

概要

小中学校の教員の教科指導力の向上を図るとともに，
児童生徒の主体的な学びを支援して家庭学習の習
慣形成を図ることにより，児童生徒に基礎・基本を確
実に定着させ，学力の全体的な底上げを図ります。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

児童生徒
事業費
（千円）

12,700 － －

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

－ －

単位当たり
事業費

＠224.4 － －

実績値 57

平成20年度 平成21年度

目標値 100 100 100

指標測定年度 平成19年度

－

実績値 51 － －

－目標値 60

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・平成19年度までは，県全体の学力を把握し，その分析結果を活用し，学力
向上を図る取り組みであるから，県が主体となって取り組む体制は適切であ
る。

事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県学習状況調査は，平成14，15年度は児童生徒を抽出で実施し，状況を把握した。平成16年度から平成18年度の3年間
は，仙台市を含んで公立小中学校，全ての児童生徒を対象に，4県（岩手，和歌山，福岡，宮城）合同で実施してきた。しかし平成
19年度は仙台市が抜けたため，仙台市を除く宮城県が単独で実施した。また，平成19年度から全国学力，学習状況調査が開始し
た。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
。
・学力向上については全国的に社会的な関心が高まっており，施策の目的で
ある学力の把握と学力の向上のためには，必要性の高い事業である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・公立小中学校の児童生徒全員を対象に，宮城県独自の学習状況調査を実
施し，各学校や各市町村教育委員会等が新たな側面からの児童生徒の学習
の定着状況を分析し，授業改善に生かすことができた。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・小中学校の教員の指導力の向上を図るとともに，児童生徒の主体的な学び
を支援して家庭学習の習慣形成を図ることにより，児童生徒に基礎基本を確
実に定着させ，学力の全体的な底上げを図るものであり，事業費削減の余地
はない。

・児童生徒一人一人の学力の定着状況を的確に把握し，授業改善に生かすとともに，さらに児童生徒の自主的学習の促進を図る。

ある程度成果
があった

・学習状況調査における正答率６０％以上の問題の割合は，全体で５１％で
あった。小学校で６０％を超え，概ね満足できる状態であるが，中学校では６
０％に満たない状況にあり，基礎・基本の定着に課題が残る状況にある。目標
値に対しては，小学５年生では１０ポイント，中学２年生では２３．１ポイントと大
幅に下回っている。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・本事業により，本県児童生徒の学力の定着状況を継続的かつ的確に把握
することができ，その成果を授業改善や家庭における自主的学習の促進に生
かせるよう報告書の内容を充実し，施策目的の実現に向け成果を上げてきて
いる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充
・平成14年度から実施してきた学習状況調査の問題や各種データを活用し，
平成２１年度は，各学校や市町村教育委員会の支援を強化していくことによ
り，事業の目的を達成していく。

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・これまで蓄積してきた本県の調査結果と国の学力・学習状況調査結果の活用を図りながら，学校改善支援のための取り組みを展開する。



③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・教科担任制を導入した教育課程の工夫や改善，成果の検証方法の工夫を図るため，調査対象校との連絡調整を図っていく。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・教育活動の連続性の観点から継続実施する必要があり，また，事業目的に
ついて検証するには，経年比較の必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・調査対象校における実施状況等の把握を行い，校内体制の在り方や指導の工夫や改善，成果の検証方法などに関する情報収集に努め，
次年度以降の事業推進に活用する。

成果があった
・児童一人一人のニーズやつまずきに対応できる授業が展開でき，関心･意
欲の高まりが見られるなどの効果があると評価されている。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の
余地がある

・教科担任制を生かすための校内体制の確立や，個に応じた指導の工夫や
改善，成果の検証方法の工夫が必要である。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・当該校の研究推進にあたり，各校に対して教諭ではなく常勤講師を配置し
ていることにより，事業費はかなり抑えられている。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減
の余地はな

い

・事業費の削減は，常勤講師を減じることになり，その確保ができなくなる。非
常勤講師では，事業の目的の達成が難しい。

事業に関す
る社会経済
情勢等

・２００２年１月に文部科学省が学力向上対策として奨励したことから，各県で動きが広がっている。仙台市では，平成１８年度に１
１校に非常勤講師を追加配置して実施している。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・本県の学校教育の重点「基礎･基本の定着を図る学習指導の推進と充実」
に基づいた「教育環境基盤の充実」の実践指針の一つである。教科担任制を
小学校高学年でも導入することにより，児童の確かな学力の向上を目指し，よ
り専門的な教科指導が求められている。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

目標値 －

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

16 16

指標測定年度 平成19年度

－

実績値 － － －

－

単位当たり
事業費

＠4,515.5 － －

実績値 16

事業費
（千円）

72,248 － －

－ －

平成20年度 平成21年度

目標値 16

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
研究校として県内の小学校１６校を指定し，高学年
の国語，社会，算数，理科から教科を定めて教科担
任制を導入し，実践的な調査研究を行う事業です。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

調査対象校

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

新規

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

教科担任の専門性を生かした
質の高い授業の実施により，
児童一人一人の学力向上を
図る。
「中１ギャップ」の解消を図る。

成果指標
名（単位）
※目的に対
応
※１事業につ
き１指標

－

手段
（何をしたの
か）

調査研究対象モデル校を選
び，常勤講師１名を配置し，教
科担任制の授業を行う調査研
究を行った。

活動指標
名（単位）
※手段に対
応
※１事業につ
き１指標

児童一人一人の学力向
上や小学校から中学校
への円滑な適応に効果
が図られているととらえて
いる学校数（校）

2

事業名 小学校教科担任制モデル事業
担当部局
・課室名

教育庁
義務教育課

7政策 施策 15 事業



3

事業名 地域の教育力向上支援事業
担当部局
・課室名

教育庁
教育企画室

7政策 施策 15 事業

学力の向上

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

県の学習状況調査にお
ける県平均正答率と委託
した小・中学校の平均正
答率との差（ポイント）

手段
（何をしたの
か）

学習カルテを活用した授業改
善

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

学習カルテの枚数（枚）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

県内２５小中学校に委託し，児童生徒に確かな学力を育成す
るため，授業や家庭学習時間に関する具体的な数値目標を
掲げ，学習の定着状況を学習カルテに記録し，それを引き継
ぎながら小・中学校が連携して授業改善に取り組み，その取組
の成果を全県に普及させるものです。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

児童生徒

平成20年度 平成21年度

－ －

事業費
（千円）

4,900 － －

－ －

目標値 4,354

単位当たり
事業費

＠1.1

実績値 2.8 － －

－目標値 1.0

平成20年度評価対象年度 平成19年度

指標測定年度 平成19年度

－

－ －

実績値 4,354

妥当

・学力向上は，本県教育の最重要課題である。
・学力の向上には授業改善が必要であり，児童生徒一人一人の関心や意
欲，つまずきや習熟状況を記録した学習カルテを小中学校を通じて活用する

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成１９年度に実施された全国学力・学習状況調査からみると，本県の小・中学生は，基礎的・基本的な内容について概ね理解し
ているものの，学んだことを活用する力に課題がある。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

欲， ずきや習熟状況 記録 学習 中学校 活用す
ことによって，きめ細かな個に応じた指導が可能となり，授業改善に役立っ
た。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地がある

･モデル事業としての事業期間が終了したため。（H17～H19)

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

・特になし

成果があった
･県の学習状況調査では，委託した２５小･中学校の平均正答率は県の平均
正答率を上回った。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地はない

･H19事業終了

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
･学習カルテ１枚当たり1.1千円で作成することができ，事業は効率的に行わ
れた。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

統合・廃止 ･モデル事業としての事業期間が終了したため。（H17～H19)

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・特になし



事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成１９年度に実施した全国学力･学習状況調査から見ると，基礎的･基本的な内容について概ね理解しているものの，学んだこと
を活用する力に課題がある。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・学力向上は，本県教育の最重要課題である。
・児童生徒の確かな学力の定着を図るためには，系統的な観点を踏まえた教
科指導を行うことがつまずきを解消できる有効な手段である そのための指導

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

2 18

2,000

実績値 0 － －

2,000目標値 100

指標測定年度 平成19年度

単位当たり
事業費

＠10.8

目標値 22

－ －

実績値 60 － －

－

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

650 －

平成20年度 平成21年度

概要

本県児童生徒の学習定着の実態を踏まえ，国語，算
数･数学，英語の３教科について，つまずきを解消す
るため小･中･高校を通して系統的･重点的に指導を行
うための指導資料を作成します。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

教員
事業費
（千円）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

国語，算数･数学，英語の教
科指導力の向上

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

「学びのロードマップ」掲
載のホームページへのア
クセス数（件）

手段
（何をしたの
か）

小･中･高校を通した国語，算
数･数学，英語の指導資料「学
びのロードマップ」作成

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

作成指導資料数（件）

4

事業名 学びのロードマップ作成事業
担当部局
・課室名

教育庁
教育企画室

7政策 施策 15 事業

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・着実な学力向上には，理科，社会を含めた主要５教科の教員の教科指導力
の向上が重要であることから，理科，社会の指導資料の作成事業を継続す
る。

②事業を進める上での課題等

成果向上の余
地がある

・県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞへの掲載が年度末のため，普及広報活動が十分ではなかっ
た。
・来年度は，研修会や指導主事学校訪問等での紹介や指導資料に基づいた
授業実践を行い，指導資料のさらなる改善に努める。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・資料作成には，それぞれの校種の教員の協力が必要であり，事業費削減の
ために作成委員を削減した場合，小・中・高を通しての指導資料は作成でき
ない。

・周知徹底のための普及広報

ある程度成果
があった

・本県児童生徒の実態を踏まえた国語，算数・数学・英語の指導資料を作成
し，県のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載することができたが，掲載時期が年度末のためアク
セス数が０となった。しかし，作成指導資料数は目標値の約２．７倍の６０件作
成し，ホームページに掲載することができた。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 科指導を行うことがつまずきを解消できる有効な手段である。そのための指導
資料が必要である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・指導資料１単元当たり10.8千円で作成することができ，事業は効率的に行わ
れていると判断する。

･作成会議を５回開催することによって，平成20年度中に理科，社会の指導資料の基本的なフレームを作成する。



事業に関す
る社会経済
情勢等

・本県の高校生の現役大学進学率（Ｈ１９．３：４２．６％　全国３５位）及び就職内定率（Ｈ１９．３：９４．５％　全国３０位）は全国的に
みて低迷しており，希望進路の達成のための学力向上が求められている。

4341

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・大学進学率等を向上させるための学力向上対策が求められている。
・学習の仕方や学習習慣の確立，授業力を向上させるための教員の研修会

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成19年度

実績値 41 － －

目標値

指標測定年度

42

平成20年度評価対象年度

実績値

40

＠37.8 － －

－ －21

21

－

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成19年度 平成20年度 平成21年度

アクション校公開研究授
業校数（校）

手段
（何をしたの
か）

高校教員
事業費
（千円）

2,579 －

36目標値

単位当たり
事業費

政策 施策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

概要

高校第１学年の学習習慣を身に付けさせ，生徒の学
力向上を図り，第２学年の中だるみを防ぎ，第３学年
で生徒の希望する進路目標を達成させることをねらい
として，主任クラスの研修会，教員の授業力向上を図
るプロジェクトを柱に事業を推進します。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

年度
平成19年度
決算（見込）

5

事業名 学力向上ステップアップ事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

評価対象年度 平成19年度 7 15 事業

学年経営力を高め「分かる授
業」を展開できるようにする。
公開研究授業を行い「分かる
授業」を実践できるようにする。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

「授業が分かる」生徒の
割合（％）
（みやぎ学力状況調査）

事業分析シート

継続

第1学年主任等研修会開催
第2学年主任等研修会開催
地域別授業力向上プロジェク
ト・地域発信アクション校公開
研究授業
学習カルテの開発

区分
（新規・継続）

対象
(何に対して）

・

※②への対応方針

・学習習慣の確立には学年主導による関わりが大きいことから，学年主任等研修会を平成２１年度以降も継続して実施する。授業力向上をねら
いとする公開研究授業に いては 学校の自主性を重視したオンデ ンド方式に変更し 地域の中学校 高校 の周知 案内を十分行いながら

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充
・事業終了年度であるが，成果があがっており，次年度以降も新たな形態で
拡充する。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・学力の向上のための２つの柱として学年経営のリーダーとしての資質向上に向けた学年主任等研修会と，「分かる授業」の実践のための授業
力の向上を図る公開研究授業を位置付けているが，公開研究授業について，近隣の学校からの申し込みがやや低調であった。

成果があった

・学年主任等研修会の実施により，ミドルリーダーとしての資質が高まり，学力
向上に向けた方策を検討した。その結果生徒が「授業が分かる」と答えた割
合が３７．２％（Ｈ１７）→４０％（Ｈ１８）→４１％（Ｈ１９）と上昇した。また，学習カ
ルテを作成し，全県立高校に配布し活用できる体制をつくった。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・次年度は，進学指導中心の高校と，多様な進路指導をおこなっている高校
など，高校の実態に応じたより細分化した研修内容の実施により，成果向上
が期待できる。

・「授業が分かる」割合が増加しており，事業は効率的に行われた。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・学年主任悉皆の研修であり，研修費の一部削減は難しい。
・公開研究授業校の削減は教員の授業力の低下につながり削減は難しい。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
学習の仕方や学習習慣の確立，授業力を向上させるための教員の研修会
を実施し，「授業が分かる」生徒の割合を増加させる事業を，県が推進するこ
とは妥当である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

いとする公開研究授業については，学校の自主性を重視したオンデマンド方式に変更し，地域の中学校・高校への周知・案内を十分行いながら
実施する。



事業に関す
る社会経済
情勢等

・就職に対する心構えとビジネスマナーを備えた人材が求められている。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・就職試験直前の講習で面接試験等のポイントなどを確認でき，即効性のあ

目標値 2,400

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

35 40

指標測定年度 平成19年度

3,000

実績値 2,656 － －

2,800

単位当たり
事業費

＠125.70 － －

実績値 33

事業費
（千円）

4,147 － －

－ －

平成20年度 平成21年度

目標値 30

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要
就職を希望する高校卒業年次の生徒を対象に，就職
試験対策を中心とした即効性のある支援を行います。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

高校生

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

就職活動に向けた意識の向
上と面接スキルの向上

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

講習会延べ参加人数
（人）

手段
（何をしたの
か）

就職ガイダンス，マナー講習
及び少人数制による模擬面接
練習

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

講習会開催回数(回）

6

事業名 職業観を育む支援事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

7政策 施策 15 事業

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・講師に対する事前研修会等を開催し，指導者の指導スキルの標準化を図る。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充
・本事業は進路実現に向けた事業の一つであり，生徒の意識向上をねらいと
して，学校外で実践し大きな効果を挙げている。また，例年多数の受講希望
生徒がおり，今後他の事業との統合など効率化を図りながら拡充させたい。

②事業を進める上での課題等

・多様化した生徒に対応できる講師人材の確保。低学年の段階から，系統的に望ましい勤労観・職業観を育成する。

成果があった ・就職に対する心構えと，受講生の面接スキルの向上につながった。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・より多く面接指導時間を確保し，個々の受講生への指導の充実が必要。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的 ・受講生のアンケートから満足している回答が8割

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持したま
ま，事業費を削減することができるか。

事業費削減の
余地はない

・内容の精選を図り，受講時間を必要最低限に留め，また受講者による経費
負担もしており，これ以上の経費節減は出来ない。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
就職試験直前 講習 面接試験等 確認 き，即効性
る支援となっている。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

講師に対する事前研修会等を開催し，指導者の指導スキルの標準化を図る。
・総合的な学習の時間の一層の活用を図りながら，１学年から系統的に望ましい勤労観・職業観育成に向けた総合的なキャリア教育の実施に取
り組む。



事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成２２年度入学生からの全県一学区制に向け，地域の学校の振興が一段と求められている。県内の均衡ある発展を保障する教
育的基盤の整備のために，県内各地域の進学指導の拠点となる高校への支援が求められている。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・生徒が確かな学力と必要な能力を身につけ，自ら希望する進路を達成でき
るようにするために 地域ごと進学指導体制が確立した拠点校づくりを教育委

目標値 82.0

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

11 11

指標測定年度 平成19年度

84.0

実績値 調査中 － －

83.0

単位当たり
事業費

＠678.0 － －

実績値 11

事業費
（千円）

7,455 － －

－ －

平成20年度 平成21年度

目標値 11

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

県内各地域に進学指導の推進力となる学校（１１校）
を指定し，生徒の学習意欲及び教員の指導力の向上
と進学指導体制の確立のために各種の支援を行い，
生徒の進学希望の実現に役立てます。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

県内の指定校
（１１校）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

生徒に確かな学力を身につけ
させるとともに，生徒の学習意
欲と教員の進学指導力を向上
させ，充実した進路指導により
生徒の進路実現を支援する。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

指定校１１校の大学・短
大への現役進学達成率
（％）

手段
（何をしたの
か）

連携学習会
異校種間連携
連携モデルプラン
連絡協議会
学習記録簿
各校独自の取組

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

実施校数(校）

7

事業名 進学指導地域拠点形成事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

7政策 施策 15 事業

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

外部人材等を活用して進学指導のノウ ウを身に付けるよう各校を支援していくとともに 指定校の成果や進学実績を他校に知らせ進学指導

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・学力向上及び大学・短大への現役進学率，現役進学達成率の向上は本県
にとって最重要課題であり，全県一学区に伴う仙台への一極集中を防ぐため
にも県内各地域の拠点校づくりは欠かせない。

②事業を進める上での課題等

・より効果的な校内の指導体制づくりと，指定校以外の高校への成果の普及

成果があった

・指定校の進学率が前年度の60％から64％へと上昇している。生徒への進学
に対する意識付けや学習へのモチベーションづくりとして，また学校から教師
の進学指導力の向上と意識改善に役立っているとの報告もあり，有効性があ
ると判断される。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・大学現役進学率の向上に直結する学習時間の確保を促すため，学習記録
簿の利用の仕方には各校ごとに更なる工夫の余地があると考えられる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・少ない年間事業費の中で各校ともほぼ計画通りに充実した取組が進んでお
り，概ね効率的であると判断される。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持

したまま，事業費を削減することがで
きるか。

事業費削減の
余地はない

・施策の目的の実現に向けて，各校で大学による出前授業や学習合宿・指導
法研修会など，成果をあげるために不可欠な事業ばかりである。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 るようにするために，地域ごと進学指導体制が確立した拠点校づくりを教育委
員会が強力に支援し，地域県民のニーズに応える必要がある。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・外部人材等を活用して進学指導のノウハウを身に付けるよう各校を支援していくとともに，指定校の成果や進学実績を他校に知らせ進学指導
充実に向けた参考としていく。



事業

新規 区分
（重点・非予算）

重点事業

7政策 施策 15

施策番号・
施策名

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

5 着実な学力向上と希望する進路の実現

平成21年度
決算（見込）

概要

関係機関が相互に連携し，創造性や実践力などの資
質を持つ地域産業を担う人材を育成するため，産学
官による体系的な人材育成体制を構築し，各種の人
材育成に取り組みます。

対象
(何に対して）

8

事業名 産業人材育成プラットフォーム構築事業（再掲）
担当部局
・課室名

経済商工観光部
産業人材・雇用対策課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

県民
事業費
（千円）

446 －

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

－

平成20年度 平成21年度

目標値 － 5 5

指標測定年度 平成19年度

－ －

単位当たり
事業費

＠89.2 － －

実績値 5

平成19年度

手段
（何をしたの
か）

産学官による「みやぎ産業人
材育成プラットフォーム」の設
置、運営
外部競争資金獲得による人材
育成事業の実施支援
人材育成フォーラムの開催

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

外部競争資金の公募申
請件数（件）

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

関係団体の連携による多様な
人材育成事業の実施

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

外部競争資金の採択額
（百万円）

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

評価対象年度

－ －

実績値 112 － －

目標値 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・全国で学校や企業などが連携した人材育成の取組みが活発化するとともに、連携に向けた枠組みが構築されはじめた。

・人口減少社会が到来する中、各産業の成長を図るためには、技術力や生産
性の向上等を支える人材の育成・確保が欠かせないため、関係機関の連携

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・県の主導による取組だけではなく、多様な主体による自発的な取組を誘導
し、支援する方策の検討が必要。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・現状で考えられる最小コストで取り組んでおり、当面、これ以上の効率性の
発揮は困難と考える。

性 向 等 支 人材 育成 確保 欠 、関係機関 連携
による人材育成の取組が必要であり、連携に向けた調整機能が県に求められ
ており、県の関与は妥当である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・関連機関との連携により、公募制の国の競争資金を５件申請し、すべて採択
（約１１２百万）され、地域を担う人材の育成が行われた。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・県の財政が制約される中、関係機関の連携により少額の活動費で多額の国
の資金を獲得できたほか、連携の枠組みが構築された。
　　　資金獲得額１１２百万円÷事業費４４６千円≒２５０倍

ある程度成果
があった

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・事業成果があがっていること、人材育成は中長期で取り組むことで成果が上
がることなどから、事業を継続する必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・多様な主体による、自発的な取組を誘導し、支援する方策の検討。
・「地域が必要とする人材は地域で育てる」という意識を、学校や企業を含め広く県民一般に、理解し支援してもらうための機運醸成策の検討。

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・競争資金の継続獲得により、関係機関に人材育成の手法や資金獲得のノウハウを蓄積し、自発的な取組を誘導する。競争資金の継続獲得により、関係機関に人材育成の手法や資金獲得のノウハウを蓄積し、自発的な取組を誘導する。
・大崎圏域など、圏域を単位として高校と企業が連携し、「地域が必要とする人材は地域で育てる」という意識のもと、具体の取組を試行し、関係
者の理解を得ながら人材育成に取り組む機運の醸成を図る。



・新規高卒者の就職支援は国(労働局、公共職業安定所）が中心的役割を
担っており、県や面接会の開催や事業主等への雇用勧奨等の就職支援を
行っている

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

－

目標値 －

事業に関す
る社会経済
情勢等

・新規高卒者の就職内定(決定）率については、平成１４年３月卒業者の数値が底で、改善傾向にあるが、全国的に見ると、未だ低
いレベルにある。

－ －

実績値 7 －

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

評価対象年度 平成19年度

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

新規高卒未就職者を少なくす
る。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

参加者の就職者数(人)

手段
（何をしたの
か）

新規高卒未就職者「出前カウンセリング」
の実施
しごと発見ノートの作成・配付
みやぎ仕事作文コンクールの実施
県外企業就職者等による講話・意見交換
会の開催
月間の制定・記念講演会の実施

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

出前カウンセリングの開
催(回） － －

単位当たり
事業費

＠457.6 － －

実績値 14

平成20年度 平成21年度

目標値 14 7 7

指標測定年度 平成19年度

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

新規高卒未就職者
事業費
（千円）

6,407 － －

概要

キャリアカウンセリングを中心とした支援により、新規高
卒未就職者の早期就職を図るとともに、学卒未就職
者を生み出さない社会づくりの観点から、子どもの発
達段階に応じた職業意識・勤労観の形成促進を図る
事業を実施します。

対象
(何に対して）

9

事業名 新規高卒未就職者対策事業（再掲）
担当部局
・課室名

経済商工観光部
産業人材・雇用対策

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

15 着実な学力向上と希望する進路の実現

事業

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

7政策 施策 15

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・新規高卒未就職者「出前カウンセリング」については、４月の参加者が少ない状況にあることから、実施時期を含め検討を行い実施することとし

維持
・新規高卒者の就職内定(決定）率の改善状況を見極めながら、事業内容の
見直しを行いがら実施していく。

②事業を進める上での課題等

効率的 ・前年度より少ない事業費で実施できたことから、効率的に行われた。

成果があった

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

・内部の人材を活用するなど事業内容の見直しを行い、事業費の削減を進め
て行く。

行っている。
・施策目的を実現するため、出前カウンセリング開催等新規高卒者の就職支
援を行うこの事業は必要である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・新規高卒未就職者「出前カウンセリング」については、これまで４月と３月に実施してきたが、特に４月の参加者が少ない状況にある。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地がある

・新規高卒者の就職内定率は、前年度を１．１ポイント上回っており、このよう
な中で昨年度並みの参加があり、これらの事業も貢献していると考える。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・参加者を増やすため、事業の周知、開催時期などについて検討することが
必要と考える。

新規高卒未就職者「出前カウンセリング」については、４月の参加者が少ない状況にあることから、実施時期を含め検討を行い実施することとし
ている。
・また、事業内容の見直しを行い、効率的に事業を進めて行くこととしている。



10

事業名 キャリア教育総合推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

7政策 施策 15 事業

望ましい職業観・勤労観の育
成

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

学校が社会人講師を活
用している一校あたりの
日数
（日）

手段
（何をしたの
か）

学校が希望する社会人講師
の招聘に関する事務手続きお
よび，経費の補助

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

事業実施回数　(回）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

概要
生徒のキャリア形成を目的とし，社会人講師の招聘に
係る経費を補助します。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

高校生
事業費
（千円）

710 － －

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

－ －

単位当たり
事業費

＠0.6 － －

実績値 1,203

平成20年度 平成21年度

目標値 1,215 1,215

指標測定年度 平成19年度

－

－

実績値 4.8 － －

4.8目標値 －

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・生徒が自らの進路を考えるためのよい機会となり，勤労観・職業観の育成の
うえで 有効である また 地域人材を活用することは 地域や生徒の実態を

事業に関す
る社会経済
情勢等

・就職に対する心構えとビジネスマナーを備えた人材が求められている。

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 うえで，有効である。また，地域人材を活用することは，地域や生徒の実態を
踏まえた適切な助言が得られる。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・極めて少ない単位あたりの事業費で効率的に事業を実施している。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・ボランティアの活用を含め極めて効率的に事業を実施しておりこれ以上の削
減は難しい。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・学校のニーズに対応できる多様な領域の社会人講師の確保。

成果があった
・経験豊富な社会人講師の派遣は増加傾向であり，系統的なキャリア教育の
役割を果たしており進路意識の高揚に有効である。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・公的な機関やＮＰＯを活用することで講師の幅が広がり更に成果が期待でき
る。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

統合・廃止
・本事業の規模拡大を求める学校も多く，職業観を育む支援事業と統合し効
率化を図るとともに，規模拡大と内容充実を図ることが必要である。

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・関係団体と調整等を行い，学校のニーズに対応できる社会人講師確保のための体制作りを行う。



11

事業名 学校英語教育充実推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

7政策 施策 15 事業

生徒の実践的コミュニケーショ
ン能力の育成と英語教員の指
導力及び英語運用能力等資
質の向上

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

英語担当教員が英語Ⅰ
の授業の半分以上を英
語を用いて行う高校数の
割合（％）
（英語教育改善実施状況
調査）

手段
（何をしたの
か）

ＡＬＴチーフアドバイザーの設
置
中・高英語教員集中研修
地域発信アクションプロジェク
ト
宮城県版英語検定
宮城スキット甲子園の実施

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

宮城県版英語検定の受
検者数（人）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

概要
英語教員の指導力及び英語運用能力等の資質向上
と生徒の実践的コミュニケーション能力の育成を図りま
す。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

教員及び生徒
事業費
（千円）

19,128 － －

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

－ －

単位当たり
事業費

＠0.5 － －

実績値 15,306

平成20年度 平成21年度

目標値 16,008 16,050 －

指標測定年度 平成19年度

15

実績値 12 － －

14目標値 12

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・生徒に対する英語学習への動機付けと実践的コミュニケーション能力育成，
中学校・高校の英語教員の指導力及び英語運用能力等資質向上のため必

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成１５年に文部科学省は，英語教育改善のため，「『英語が使える日本人』の育成のための行動計画」を策定した。また，毎年文
部科学省では，英語担当教員が英語Ⅰの授業の半分以上を英語を用いて行う高校数の割合等を「英語教育改善実施状況調査」
として調査・集計している。宮城県の調査では，当初値は7.9％(H17)，10.5％(H18)，12％(H19)と向上している。（参考）全国9.6％
(H18)

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 中学校・高校の英語教員の指導力及び英語運用能力等資質向上のため必
要な事業である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・「宮城スキット甲子園」については，１９年度より東北外国語専門学校との共
催とし事業の効率化を図っている。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地がある

・「宮城県版英語検定」は，平成２０年度で終期を迎えることから見直しの検討
に入る予定。ALTの民間委託を導入したことからALTチーフアドバイザーに係
るコストダウンが可能となった。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・生徒の実践的な英語力向上のために，英語教員の指導力及び英語運用能力等一層の資質向上が不可欠であり，研修の機会を充実させるこ
とが必要である。

成果があった
・諸事業の実施により，生徒には英語学習への動機付けとなっており，教員に
は意識改革及び授業改善につながるきっかけとなっている。英語Ⅰの授業の
半分以上を英語を用いて行う割合が全国平均を上回っている。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・これまでの取組により英語を用いて授業を行う割合が増加している。事業を
継続していくことで一層の効果を挙げることができると考える。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・事業の成果があがっており，施策の目的を実現するためには事業は継続す
べきである。

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

英語教員の指導力及び英語運用能力等資質の向上に効果があ た「中 高英語教員集中研修」が平成１９年度に終期とな たことから 英語・英語教員の指導力及び英語運用能力等資質の向上に効果があった「中・高英語教員集中研修」が平成１９年度に終期となったことから，英語
充実推薦事業全体を進める中で必要な見直しを行い，英語教員に対する研修を充実させるよう，具体の検討を行う。



事業に関す
る社会経済
情勢等

・英語教育においては，平成20年3月28日に学習指導要領が告示され，小学校高学年で教科として位置づけず年間35単位時間
「英語活動」を実施することとなった。小学校段階で外国語に触れたり，体験したりすることで積極的にコミュニケーションを図る楽し
さを体験させ，コミュニケーション能力の素地を養う。

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・小学校における英語教育の実施事例が増加するなど，外国語教育の充実
の重要性が高まっているため 施策の目的を達成するためには必要性の高

目標値 4,581

平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

22 －

指標測定年度 平成19年度

－

実績値 4,581 － －

－

単位当たり
事業費

＠13.0 － －

実績値 29

事業費
（千円）

377 － －

－ －

平成20年度 平成21年度

目標値 29

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

モデルカリキュラム及び教材等をモデル地域の英語
活動実践校に提供し，その活用及び教員の研修を通
して，小学校英語活動の有効な指導法の在り方を実
践を通して探るとともにその普及を図ります。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

平成21年度
決算（見込）

モデル地域内の
小学校児童

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

小学校における英語教育の充
実を図り，基礎的，実践的な
英語力を向上させる

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

英語教育を受けた児童
数（人）

手段
（何をしたの
か）

モデル地域を指定し県教育委員会
等が開発した教材等を活用し，小
学校英語教育の効果的な指導法
の在り方を研究する。
実践事例集を作成し，モデル地域
及び実践校の取組の成果を普及
する。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

実施校（校）

12

事業名 小学校英語教育推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
義務教育課

7政策 施策 15 事業

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

小学校外国語活動の指導に当たる学級担任の指導力を高めるために 平成20年度から平成２２年度の３年間 小学校外国語活動「中核教員

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

統合・廃止 ・指定の終了

②事業を進める上での課題等

・平成２１年度からの移行期，平成２３年度からの完全実施に向けて，小学校外国語活動の授業を行う学級担任の指導力向上のための実践的な
研修機会を設定し，これまでの実践校の事業成果の普及に努める。

成果があった

・本事業で英語教育を受けた児童数は，平成17年度3,195名平成18年度
4,757名平成19年度4,581名であり，その値は増加しており，事業に成果が
あった。この事業の成果は施策の目的である国際化を担う人材育成の推進の
実現につながると考えられるので，施策の実現に貢献したと判断する。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・県内の小学校等において英語活動の授業時間にはばらつきがみられるた
め，本事業の成果を一層普及することで，各学校の取組が活性化され，時間
数増につながると考えられる。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・実施校は前年度と同数ながら，事業費は半額での事業であり，効率的に執
行されたと判断する。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・県内の小学校等の教員にとって，外国語活動の授業の展開は，極めて関心
の高いものであり，指導方法一層の工夫・改善を進めていくためには，事業費
を削減することはできない。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当 の重要性が高まっているため，施策の目的を達成するためには必要性の高
い事業である。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・小学校外国語活動の指導に当たる学級担任の指導力を高めるために，平成20年度から平成２２年度の３年間，小学校外国語活動「中核教員
研修」を教育事務所ごとに３日間実施する。研修を受けた中核教員は各学校で，指導方法や教材作成等について校内研修の充実を図る。
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事業名 ＩＣＴ教育推進事業
担当部局
・課室名

教育庁
高校教育課

7政策 施策 15 事業

各教科でのICTを活用した授
業の実践

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

教員が授業でICTを活用
した割合（％）
(文部科学省調査項目の
変更により資料を変更）

手段
（何をしたの
か）

みやぎICT教育推進会議開催
プロジェクト委員会開催
みやぎIT教育ポータルサイト
の充実
情報モラル指導パンフレット作
成等

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

ＩＣＴプロジェクト委員会の
開催回数（回）

区分
（新規・継続）

評価対象年度 平成19年度 事業分析シート

継続

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 15 着実な学力向上と希望する進路の実現

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

概要
情報社会の一員として必要な能力や態度を生徒に身
につけさせるため，各教科における効果的なICTの活
用を推進します。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算（見込）

平成20年度
決算（見込）

教員
事業費
（千円）

446 － －

区分
（重点・非予算）

重点事業

平成21年度
決算（見込）

－ －

単位当たり
事業費

＠446.0 － －

実績値 1

平成20年度 平成21年度

目標値 3 3 3

指標測定年度 平成19年度

55

実績値 49.0 － －

52目標値 50.0

平成21年度

指標測定年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

平成20年度評価対象年度 平成19年度

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事 妥当

・近年の急速なIT化に向けた正しい情報活用能力の育成が求められている
が，みやぎICT教育推進計画をもとに，プロジェクト委員会も立ち上げ事業を

事業に関す
る社会経済
情勢等

・児童生徒の情報活用能力の育成

事
　
業
　
の
　
分
　
析

施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
，みやぎ 教育推 計画 も ， 委員会も げ事業
推進した。特に教科指導で，ICTを活用し，情報モラルの指導の充実を図る
等の実践を行った。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・情報通信ネットワークを活用し，効率的にプロジェクト委員の情報共有を図る
ことで，おおむね効率的に事業が展開できた。

（事業の効率性の向上余地）
・実施方法の改善等により，成果を維持
したまま，事業費を削減することができ
るか。

事業費削減の
余地はない

・モラルなど正しい情報活用能力の育成には，家族での話し合いなどが特に
有効で，共通して理解が図れるパンフレットの作成は効果的である。経費の多
くはパンフレットの作成に使われておりこれ以上の削減は不可能である。

※事業が直面する課題や「事業の分析」の把握した改善が必要な事項等

・小中学校と高等学校の連携強化と情報共有，及び授業公開などの積極的開催

成果があった
・情報モラルの指導の充実や，情報モラル教育の充実を図るためパンフレット
を作成し，各学校に配布し授業の中で活用した。

（事業の成果の向上余地）
・実施方法の改善等により，事業の成果
を向上させることができるか。

成果向上の余
地がある

・教員のICTを活用した教材の開発を更に進めることにより，成果は向上す
る。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持 ・最新の情報を共有していかなければならないため，独立した事業が適切

②事業を進める上での課題等

③次年度の対応方針 ※②への対応方針

・小中学校，高等学校の連携を図る目的も兼ね，ICTを活用した授業公開の積極的な実施と，情報モラルの指導の充実を図る。


